
報告第１５号 

 

 

 

明石地域振興開発株式会社の経営状況報告のこと 

 

地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づき、明石地域振興開発株式会社の 

経営状況を次のとおり報告する。 

 

  令和６年９月９日提出 

 

 

 

                明石市長   丸  谷  聡  子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



第２４期　（令和５年度）

令和５年　４月　１日から

令和６年　３月３１日まで

事 業 報 告 及 び 計 算 書 類

明 石 地 域 振 興 開 発 株 式 会 社



令和５年度　明石地域振興開発株式会社　事業報告

１．株式会社の現況に関する事項 1～6

２．株式会社の株式に関する事項 6

３．株式会社の会社役員に関する事項 6～7

４．会計監査人の状況 7

５．株式会社の体制及び方針 7

令和５年度　明石地域振興開発株式会社　計算書類

8

9

10

11

12～13

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

２． 貸借対照表に関する注記

３． 株主資本等変動計算書に関する注記

４． 税効果会計に関する注記

５． 金融商品に関する注記

６． 賃貸等不動産に関する注記

７． 関連当事者との取引に関する注記

８． １株当たり情報に関する注記

９． 重要な後発事象に関する注記

14監 査 報 告 書

目　　次

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

キャッシュ・フロー計算書

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表



事 業 報 告 

（第 24 期 令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31 日まで） 

 
１．株式会社の現況に関する事項 
（１）主要な事業内容 
   ① アスピア明石ショッピングセンターの運営 
   ② アスピア明石駐車場の運営 
   ③ 明石市中心市街地活性化を目的としたまちづくり事業 

 
（２）事業の経過及び成果について 
 当期の世界経済は、2020 年度から続いた新型コロナウイルス（COVID-19）感染症の影響を脱したも

のの、2022 年 2 月に始まったロシアによるウクライナ侵攻に伴う戦争状態の長期化と欧米各国による

ロシアへの経済制裁、それらに伴う食糧及びエネルギー価格の世界的な高騰は、引き続き世界経済に

大きな打撃を与えました。さらに、2023 年 10 月にはパレスチナ自治区ガザにおいて、イスラエルが当

地を実効支配する武装勢力の壊滅を掲げて攻撃を開始し、戦闘は当期末時点でも終結しておらず、深

刻な人道危機が叫ばれるとともに世界経済の大きな地政学的リスクが顕在化しています。一方で、ア

メリカ経済が引き続き堅調なことから、IMF（世界通貨基金）が発表した世界経済見通しにおける 2023

年（暦年）の経済成長率は＋3.2％となり、2024 年以降も底堅い成長が見込まれています。 

国内経済においては、2023 年 5 月に新型コロナウイルスの感染症法上の位置付けが「５類」に移行

したことにより、景気の自律的な循環を制約してきた要因が解消され、また、好調な企業業績を背景

として春闘における 30 年ぶりの高い賃上げや、大企業を中心とする活発な設備投資など、前向きな動

きが見られた一方、ロシアによるウクライナ侵攻に伴う原材料価格やエネルギー価格の高騰に端を発

した食料品を中心とする物価上昇が続いたことや、外国為替市場における歴史的な円安水準（当期末

2024 年 3 月の平均は 1990 年以来の水準である 1 ドル=149.75 円）による輸入価格の上昇により、実質

賃金の上昇率が抑えられ、個人消費の顕著な回復に至っていないこと、また、2024 年 1 月 1 日に発生

した能登半島地震による甚大な被害など、引き続き不安定要因も多いことから、2023 年（暦年）の GDP

（国内総生産）実質成長率は＋1.9％にとどまりました。 

 流通業界においては、2023 年 4 月に新型コロナウイルス感染症に伴う水際対策措置が撤廃されたこと

や政府による「全国旅行支援」施策が行われたことなどから、国内旅行客やインバウンド客が増加し、

特に百貨店を中心として大幅な業績の回復が見られたほか、外出機運の高まりにより、衣料品、服飾雑

貨、飲食業などにおいて、売上が好調に推移しました。SC（ショッピングセンター）の立地別に見ると、

インバウンド客の流入が多い大都市圏で最も回復が顕著だった一方、明石市を含む中規模都市及び都市

周辺地域では、大都市圏ほどの伸び率ではないものの、地域密着型 SC を中心に、引き続き、堅調な売

上を維持したことから、2023 年（暦年）の全 SC 売上高は前年比＋9.7％（立地別の内訳は、大都市圏

SC＝＋17.2％、中規模都市圏 SC＝＋8.2％、周辺地域 SC＝＋7.7％）となっています。（一般社団法人日

本ショッピングセンター協会「SC販売統計調査報告」より） 
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 アスピア明石ショッピングセンター運営事業につきましては、SC経営に高い専門性を有するプロパテ

ィマネジメントの専門事業者（株式会社プライムプレイス）に対する管理運営業務の全面的な委託が 11

年目を迎え、前期に引き続き、同事業者のノウハウの活用及び当社との緊密な連携により、テナント賃

料を中心とする収益の増強と、きめ細かい運営状況の点検及び精査による管理コスト適正化の取り組み

を継続いたしました。 

 特に当期においては、前期から引き続き、南館 1階全体においてリニューアル事業を実施し、来館者

ニーズに即したテナントの入替、区画の再構成、客動線の改善、休憩スペースや催事スペースとして活

用可能な広い店舗間通路の創出、客用トイレの改装などに取り組み、2023 年 4 月 14 日にグランドオー

プンいたしました。当該フロアに新規テナントとして誘致した「カルディコーヒーファーム」が非常に

高い集客力を発揮して出店前の予想を大きく超える売上を計上していることに加え、2022 年 11 月にリ

ニューアルオープンした南館 3階の各テナントや、2023 年 3月に全面改装した地下 1階「スーパーマル

ハチ」のリニューアル効果も持続し、地下 1階から 3階までの全商業フロアが通年にわたって賑わいを

維持いたしました。今後とも、さらなるテナント売上及び当社収益の向上に邁進してまいります。 

なお、本件（1階）リニューアル事業に伴う設備投資資金の一部に充当するため、2023 年 4月、三井

住友銀行より 7,500 万円の借入（2028 年度完済予定）を行っております。 

 

 各種広告宣伝や集客イベントなどの販売促進活動に関しましては、国連が提唱し、明石市においても

各種施策の基本理念として推進されている SDGs（持続可能な開発目標）の考え方に基づく各種の取り組

みを実施いたしました。具体的には、子どもを対象として野菜や果物の収穫体験ができる設備をアトリ

ウムコートに設置し、収穫を通じて自然に親しみを感じるとともに農産物に対する興味や感謝の心を育

む「アスピアキッズファーム」を年間 3回実施したほか、事前に募集した親子連れの参加者が身近な材

料を使った実験などの科学体験をする「キッズ科学教室」を 2回、同じくリサイクル素材を活用した工

作を親子で楽しむ「キッズ SDGs 工作教室」、使用済ペットボトルキャップを用いて巨大なモザイク画を

制作する「キッズエコキャップアート」、クイズを楽しみながら防災意識の高揚を図る「アスピア防災

パネル展」をそれぞれ 1回実施して好評を博しました。 

 このほか、地域コミュニティづくりに資するワークショップイベント「LINK Lab」、近隣幼稚園・保

育園の園児が手作りした季節感あふれる作品を展示する「アスピアで星に願いを～七夕飾り展示～」「夏

を奏でるカラフル風鈴展」「ランタンプロジェクト」、神戸新聞社と連携した昆虫飼育教室イベント「第

48 回神戸新聞“明石スズムシ学校”」、人気キャラクターと記念写真が撮れる「すみっコぐらしとあそぼ

う！～クイズ大会・撮影会～」、仮装した子どもが館内を練り歩く「ハロウィンスタンプラリー」など、 

主なターゲット顧客である若年ファミリー層に向けた販売促進活動を展開しました。 

 平成 28 年度に導入したハウスカード（施設内にて様々な特典が受けられるクレジットカード）であ

る「アスピア明石エポスカード」の取り組みに関しては、入会特典としてのお買物券の交付、来店ポイ

ント及び買上げポイントの付与、カード会員優待デーなどの各種施策に加え、人気の高いアニメーショ

ン作品とのコラボレーションによる展示会及びグッズ販売企画等の取り組みを行った結果、当期末時点

のカード有効会員数は 19,984 人（前期末対比約 2,200 人増）となり、来館客の囲い込みと来館動機の
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強化に一定の効果を生んでおります。 

 行政や地域団体との連携に関しましては、東仲ノ町町内会主催の夏祭り「なかんちょ祭り“夜店ごっ

こ”」が 4 年ぶりにアトリウムコートにおいて開催され大盛況となったほか、公益財団法人明石文化国

際創生財団との連携のもと、南館 1階「アスピアギャラリーストリート」での地元出身のアーティスト

による作品の展示を通年にわたって実施しました。また、明石市立文化博物館で開催された特別展「エ

ルマーのぼうけん展」に合わせ、アスピア明石及び近隣商業施設（パピオスあかし・ピオレ明石）の 3

施設合同クイズラリーイベントを開催し、特別展の PRと中心市街地の回遊性向上に寄与しました。 

 

 上述した、各フロアリニューアル事業及び販売促進施策の効果に加え、新型コロナウイルス感染症の

影響からの脱却に伴う行動制限の緩和と外出機運の上昇により、衣料品・食料品・飲食業などの売上が

堅調に推移したことから、当期の全賃貸テナントの売上高（消費税抜）は約 84 億 5 千万円（対前年比

＋16.1％）、来館者数は約 610 万人（対前年比＋11.9％）となり、全賃貸テナント売上高については、

2017 年度に記録した約 83 億 3千万円を上回り、過去最高を更新いたしました。 

 

 アスピア明石駐車場運営事業につきましては、駐車場運営専門事業者（株式会社イーエスプランニン

グ）との賃貸借契約に基づく管理体制を継続し、時間貸区画の料金体系については、60 分毎 400 円、当

日最大（平日）700 円、（土日祝日）1,000 円にて運営を行いました。当期は、上述した各商業フロアの

リニューアル事業及び各種販売促進施策に伴う来館者数の増加や、行動制限緩和に伴う中心市街地や兵

庫県立明石公園における各種イベントの増加などにより、年間を通じた駐車場利用台数は約 57 万 9 千

台（対前年比＋8.3％）となりました。 

 

 当社が最大の区分所有者であり、当施設の共用施設の管理を行う「アスピア明石北館・南館管理組合」

（構成員：当社、明石市、権利者店舗 8 者、南館住宅所有者 88 者）からの組合運営業務及び共用施設

管理業務の受託は、当期で 5年目を迎え、ビルメンテナンス会社（株式会社日本都市管理）との緊密な

連携のもと、安定的かつ効率的な組合運営及び共用施設管理を継続しました。特に、当期においては、

過去数年にわたる新型コロナウイルス感染症対策に伴う臨時消毒業務費や清掃消耗品費などの過大な

支出によって決算期における繰越金がマイナスになっていた同組合施設部会の一般会計について、特別

会計からの一部繰入や各種費用の徹底的な見直しを行うことにより黒字化を果たすなど、組合会計の正

常化と管理コストの適正化に寄与したほか、全ての来館客が安心して利用でき、全ての店舗が安全に営

業できる施設運営を精力的に行うとともに、当社所有資産価値の維持向上に努めました。 

 

 まちづくり事業（TMO 事業）につきましては、中心市街地まちづくり会社（TMO）としての設立経緯を

踏まえ、中心市街地商店街が連携して行う事業である「明石まちなかバル」及び「中心市街地回遊性向

上事業」の各実行委員会の事務局機能を担い、会議の開催をはじめ、関係者の意見調整や各種情報提供

等、多面的な支援を積極的に行いました。当期においては、2023 年 6 月 23 日・24 日に「第 19 回明石

まちなかバル」を開催し、2022 年 11 月に実施した前回（第 18 回）対比＋約 50％のチケット売上を記

録するなど来街者が大幅に増加したほか、回遊性向上事業として、2024 年 1 月 28 日に、明石海苔まつ
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り実行委員会との共催により、明石海苔を中心とした海の幸や地酒の PR を行う「明石のりのりウォー

ク」と題したクイズラリーイベントを明石市民広場及び中心市街地商店街にて開催し、中心市街地の活

性化と回遊性の向上に寄与しました。 

 

営業日数・来館者数・レジ（買上）客数・駐車場利用台数の状況 

1,501台

駐車場：365日

第23期

534,438台

1,464台

商業床：365日

5,402,290人

14,841人

1日当たり

レジ（買上）客数 3,910,687人

10,251人

3,731,411人 4,389,143人

駐車場利用台数

　　　　　期別

　区分

6,100,157人

1日当たり

12,025人

第24期

令和 5年4月 1日から
令和 6年3月31日まで

1日当たり

駐車場：366日
営 業 日 数

10,744人

来 館 者 数

16,713人

5,449,281人

令和 5年3月31日まで

商業床：364日

547,828台

14,971人

1,581台

578,583台

商業床：364日

第22期

令和 4年3月31日まで
令和 4年4月 1日から

駐車場：365日

令和 3年4月 1日から

 

 
（３）対処すべき課題  
 明石市中心市街地の街並みの整備とその活性化を目的とした市街地再開発事業により平成13年 11月

に開業したアスピア明石の商業床及び駐車場資産所有会社である当社は、第 9 期（平成 20 年度）にお

いて企業会計基準に基づく減損会計処理を行い、約 24 億 7 千万円の減損損失を計上して資産の含み損

を解消したことにより、第 10期（平成 21 年度）決算以降、収支は黒字基調となりました。しかしその

後も賃料収益を中心とする売上高は減少の一途をたどったため、平成 24 年 7 月に「明石地域振興開発

株式会社の経営健全化に向けた取組方針」を策定し、第 14 期（平成 25 年度）から抜本的な経営改善に

取り組んだ結果、継続して一定の収支バランスと安定した資金繰りを維持できる目処が立ったことから、

開業以来明石市から継続受給した駐車場運営補助金について第 18 期（平成 29 年度）を最後に全廃し、

第 19期（平成 30 年度）から補助金に頼らない自立経営を行っております。 

 当期は、南館 1階リニューアル事業の完了に伴い、約 1億 5千万円の投資（固定資産取得）を計上し

た一方、テナント入替や売上増加に伴う収益増、及び、同事業に伴う工事費は前期までに計上済であっ

たことなどから、経常利益・当期純利益ともに 1億円を超える黒字決算となり、期末時点の純資産額に

ついても多額の減損損失を計上した第 9期（平成 20 年度）末以降初めて 50 億円を上回りました。 

 しかしながら、当社においては未だ開業時並びに減損会計処理時に発生した累積欠損金を解消するに

は至っていないことから、今後も、全テナントの売上動向に対する徹底的な点検と、売上増加に向けた

きめ細かい指導及び効果的な販売促進施策の実施により、賃料をはじめとする売上高の向上を図るとと

もに、各種維持管理費用の適正化を通じて、将来にわたって安定した収支を維持しつつ累積欠損金の解

消に向けた取り組みを継続していく必要があります。 
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 当社の資金額は、リニューアル事業による固定資産取得などにより、当期末現在約 3億 7千万円（前

期末対比約 1億 8百万円減）となりましたが、適正額の借入を実施したことなどにより、安定した資金

繰りを維持しております。しかしながら、明石市からの借入金（都市開発資金無利子融資）の約定弁済

が第 27 期（2026 年度）まで継続するため、今後も、適正な収益を確保し、将来にわたって安定した資

金繰りを維持することが経営上の重要な課題であることに変わりはありません。 

 さらに、2022 年 2 月からのロシアによるウクライナ侵攻に端を発した原材料及びエネルギー価格の高

騰や、さまざまな消費財やサービス分野における物価上昇、昨今の急激な円安ドル高傾向などに伴い、

所有資産の管理コストが上昇すれば、業績悪化に直結するため、より効率的な運営に努めるとともに、

賃料収益減少やテナント撤退等のリスクへの対策を適切に講じる必要があります。 

 これらの「累積欠損金の解消」「安定した資金繰りの維持」「激動する社会経済情勢に伴う業績悪化リ

スクへの対処」といった諸課題に対し、最大株主である明石市との緊密な連携のもと、様々な方策を講

じてまいります。 

 アスピア明石ショッピングセンター運営事業につきましては、明石市中心市街地の核施設として幅広

い顧客ニーズに対応しつつ、地域経済の振興、利便性の向上並びに中心市街地活性化に引き続き貢献で

きるよう、更なる収益増強とコスト削減による経営基盤の強化に向けた不断の取り組みを行うとともに、

地域生活に密着した末永くご愛顧いただける SC を目指し、施設の改善・情報発信の充実・効果的な販

売促進活動の展開などに力を注いでまいります。また、アスピア明石出店者会と緊密に連携し、テナン

ト企業及び全スタッフの意識改革の推進、店頭サービスの一層のレベルアップ等により、顧客満足度と、

各店舗における売上の更なる向上を目指してまいります。 

 アスピア明石駐車場運営事業につきましては、引き続き、当 SC 利用者をはじめ、公共施設や中心市

街地全体への来街者にとって、より利便性と安全性の高い駐車場とするため、施設の適正な維持及び管

理に努めてまいります。 

 まちづくり事業（TMO 事業）につきましては、まちづくり会社（TMO）としての設立経緯を踏まえ、ま

た、現在までに培った様々なノウハウを生かし、中心市街地商業団体が主体的に行う活性化に向けた取

り組みに対し、明石市、明石商工会議所などと適宜連携して、必要な支援を行ってまいります。 

 
 
（４）主要な借入先と借入金の増減                       （単位：円） 

JA兵庫信連 30,000,000 0 12,000,000

365,912,000

18,000,000

借入先 期首残高

日新信用金庫 91,976,000 0

75,000,000計 534,534,000 177,988,000

期末残高

123,592,000

当期減少額

242,320,000

431,546,000

68,972,00023,004,000

明石市（注1）

当期増加額

三井住友銀行 46,646,000 75,000,000

0

102,254,00019,392,000

 

（注 1）明石市よりの借入金は、都市開発資金の貸付けに関する法律（昭和 41 年法律第 20 号）第 1 条

第 3 項第 2号に規定する法人に対する貸付事業に要する資金であり、無利息であります。 
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（５）財産及び損益の状況の推移                        （単位：円） 

1,083

4,861,316,902

△ 86

4,979,982,6764,992,445,741

131,128,839当期純利益

725907
1株当たり

当期純利益

純資産 5,084,906,325

903,632,455

156,694,686

第23期

△ 12,463,065

940,718,911

区　　　分

104,923,649

売上高 939,875,068920,541,398

第21期 第24期第22期

 

 
（６）従業員の状況 

44.1歳3名

前期比増減 平均勤続年数

0名 15年

平均年齢従業員数

 

 
 
２．株式会社の株式に関する事項 
（１）発行済株式総数      144,628 株 

（２）株主数             17 名 

（３）大株主 

独立行政法人中小企業基盤整備機構

明　石　市

株　主　名

60,000株（41.48％）

84,000株（58.08％）

持　株　数（持株比率）

 

※会社法施行規則第 122 条に基づき、事業年度末日において発行済株式総数の 10％以上の数の株式を有

する株主と株式数を表示しております。 

 

 

３．株式会社の会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名、地位及び兼職の状況        （令和 6年 3月 31 日現在） 

取 締 役

代 表 取 締 役

区　分

取 締 役

兼務する他の役職

取 締 役

監 査 役 河 合 良 昭

森 本 哲 雄

大 地 克 巳

山 本 直 樹

平 林 陽

氏　名

公認会計士河合良昭事務所　代表

株式会社明石ケーブルテレビ　代表取締役

不動産鑑定士

明石商工会議所　専務理事
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（２）取締役及び監査役の報酬等の額 

   取締役 2名  9,209,853 円 

   監査役 1名   240,000 円 

なお、期末現在の役員数は、取締役 4名、監査役 1名でありますが、支給人員と相違しているの

は、期末現在で無報酬の非常勤取締役 2名が存在するためであります。 

 

 

４．会計監査人の状況 

（１）当社の会計監査人の名称   晴連監査法人 

 

 

５．株式会社の体制及び方針 

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するための体制 

 会社法第 362 条第 4項第 6号及び第 5項に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法

務省令で定める体制の整備に関し、平成 18 年 6 月 1 日の取締役会においてその基本方針として以

下の 7項目につき決議いたしました。 

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

④使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

⑥取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

⑦その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
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（単位：円）

金　額 金　額

401,342,298 315,969,593

現 金 21,042,900 １年以内返済長期借入金 179,044,000

普 通 預 金 351,473,058 未 払 金 29,191,029

前 払 費 用 18,599,145 未 払 費 用 660,000

未 収 入 金 1,390,238 未 払 法 人 税 等 1,372,000

未 収 収 益 7,557,831 未 払 消 費 税 等 19,479,300

立 替 金 1,279,126 預 り 金 71,418,194

前 受 収 益 12,460,481

賞 与 引 当 金 2,344,589

 固　　定　　資　　産 5,571,132,801  固　　定　　負　　債 571,599,181

有 形 固 定 資 産 5,571,032,801 長 期 借 入 金 252,502,000

建 物 593,877,967 長 期 未 払 金 7,692,061

建 物 附 属 設 備 416,594,688 退 職 給 付 引 当 金 11,140,700

機 械 装 置 1,452,150 預 り 敷 金 300,264,420

器 具 及 び 備 品 6,797,831

土 地 4,552,310,165

負 債 合 計 887,568,774

投 資 そ の 他 の 資 産 100,000

出 資 金 100,000

 株　　主　　資　　本 5,084,906,325

資 本 金 100,000,000

資 本 剰 余 金 7,131,400,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 7,131,400,000

利 益 剰 余 金 △ 2,146,493,675

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 2,146,493,675

　　　　繰越利益剰余金 △ 2,146,493,675

純 資 産 合 計 5,084,906,325

資 産 合 計 5,972,475,099 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,972,475,099

 流　　動　　資　　産  流　　動　　負　　債

純　資　産　の　部

貸　借　対　照　表

（令和6年3月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 科　　　目
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(単位：円）

939,875,068

789,529,578

150,345,490

44,477,799

105,867,691

5,877

1,250,878 1,256,755

828,797 828,797

106,295,649

106,295,649

1,372,000

104,923,649

損　益　計　算　書

令和 5年 4月 1日から

令和 6年 3月31日まで

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

当 期 純 利 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
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（参考資料）

（単位：円）

140,638,842

106,295,649

92,677,509

賞与引当金の増加額 148,456

1,459,700

19,479,300

25,066,700

1,085,239

△ 104,201,711

△ 1,372,000

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 145,285,000

△ 145,285,000

0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 102,988,000

75,000,000

△ 177,988,000

Ⅳ　現金及び預金の増加（減少）額　（上記ⅠⅡⅢ合計） △ 107,634,158

Ⅴ　現金及び預金の期首残高 480,150,116

Ⅵ　現金及び預金の期末残高 372,515,958

注１）本キャッシュ・フロー計算書は間接法に基づき、簡素化した独自の書式による。

キャッシュ・フロー計算書

令和5年 4月 1日から

令和6年 3月31日まで

項　　　　目 金　　　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益（損益計算書記載額）

減価償却費（内部留保）

退職給付引当金の増加額

未払消費税等の増加（減少）額　　（正数＝増加額、負数＝減少額）

未収消費税等の増加（減少）額　　（正数＝減少額、負数＝増加額）

その他資産の増加（減少）額　　　（正数＝減少額、負数＝増加額）

その他負債の増加（減少）額　　　（正数＝増加額、負数＝減少額）

法人税等の支払額

有形固定資産の取得による支出

その他投資活動による収入（支出）

長期借入金の借入による収入

長期借入金の返済による支出
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     （単位：円）

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000,000 7,131,400,000 △ 2,251,417,324 4,979,982,676 4,979,982,676

当期変動額

当期純利益 104,923,649 104,923,649 104,923,649

当期変動額合計 0 0 104,923,649 104,923,649 104,923,649

当期末残高 100,000,000 7,131,400,000 △ 2,146,493,675 5,084,906,325 5,084,906,325

　　　　

株主資本等変動計算書

令和 5年 4月 1日から

令和 6年 3月31日まで

株　主　資　本

純資産

合　　計資本金
株主資本

合　　　計その他資本剰余金
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個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

    定額法を採用しております。 

（２）引当金の計上基準 

    賞与引当金 

     従業員等に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法による期

末自己都合要支給額）に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計

上しております。 

（３）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）明石市に対する金銭債務  長期金銭債務  242,320,000 円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額      2,296,496,677 円 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度の末日における発行済株式の総数  144,628 株 

４．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は減価償却超過額等であり、繰延税金資産から控除した評価

性引当額は、450,693,579 円であります。 

５．金融商品に関する注記 

 １ 金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金運用については、平成 19 年 3 月以降行っておりません。資金運用について

は安全・有利、資金調達については安全・低利をその基本方針としており、多額の金銭の

借入については取締役会の決議事項としております。 

    長期借入金のうち、変動金利によるものは金利変動のリスクに晒されております。 

 ２ 金融商品の時価等に関する事項 

    令和 6 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。                         （単位：円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差額 

(1)長期借入金 (252,502,000) (252,502,000) － 

(2)預り敷金 (300,264,420) (300,264,420) － 

   （※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
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（注）金融商品の時価等に関する事項 

   (1)長期借入金 

      変動金利によるものは一定期間ごとに金利の更改が行われているため、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

   (2)預り敷金 

      これらについては、利息を付けないことから、当該帳簿価額によっております。 

６．賃貸等不動産に関する注記 

 １ 賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社では、区分所有ビル内にテナント用の商業床及び駐車場（土地を含む）を有しており

ます。 

 ２ 賃貸等不動産の時価に関する事項 

    当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び時価は次のとおりであります。 

貸借対照表計上額（円） 当期末の時価（円） 

5,571,032,801 6,120,000,000 

  (注 1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失額を控除した金額であります。 

  (注 2) 当期末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書の金額によっております。 

７．関連当事者との取引に関する注記 

借入金(注1)

科目

当社を介した明

石市中心市街地
活性化の主体

取引金額

　　　(円)

借入金の返済

123,592,000

長期借入金
(1年以内返済長期借

入金を含む）

属性 取引の内容
期末残高

　　(円)

会社等

の名称

議決権等の

被所有割合
(%) 事実上の関係

役員の

兼任等

（１）主要株主等

242,320,000主要株主
兼任

1名

関係内容

明石市

　　　  法人に対する貸付事業に要する資金であり、無利息であります。

58.08%

（注１）明石市からの借入金は、都市開発資金の貸付けに関する法律（昭和41年法律第20号）第1条第3項第2号に規定する

 
８．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額   35,158 円 52 銭 

（２）１株当たり当期純利益    725 円 47 銭 

９．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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監 査 報 告 書 

 

 私監査役は、令和 5年 4 月 1 日から令和 6年 3月 31 日までの第 24 期事業年度の取締役の職

務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監査役は、取締役、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社に

おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事

業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年

10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。 

  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

  会計監査人晴連監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

令和 6 年 6 月 7 日 

 

明石地域振興開発株式会社           

 

監 査 役   河 合 良 昭  ㊞  
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